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はじめに

国立社会保障・人口問題研究所は2015（平成27

年）10月23日に「平成25年度社会保障費用統計」

を公表した。社会保障費用統計はOECDとILOの2

つの国際基準により集計されている。本稿では、

現在国際比較可能なOECD基準を取り上げ、第1部

で国際比較の概要、第2部でOECD基準「保健」の

推計方法について解説する。

Ⅰ OECD基準による国際比較

1．主要6カ国の国際比較（2011年度）

図1は主要6カ国の政策分野別の社会支出の対国

内総生産（以下、GDP）比である。出所のOECD社

会支出データベースは、2年おきにt-3年度1）まで

全ての国が一斉更新される。2014年度は更新年に

あたり、2011年度まで更新された。2015年度は非

更新年のため、国際比較の最新年は2011年度のま

まであるが、社会支出、およびGDPの修正により、

2014年度公表値から若干数値が変わっている。し

かし、日本がアメリカ、イギリスを上回り、フラ

ンス、ドイツ、スウェーデンを下回る傾向は変わ

らない。

2．2012年以降の社会支出国際比較データ

OECD事務局は、2014年度の更新から、t-3年度

まで全ての国の詳細データに加えて、t-2、t-1、t年

度の総額を可能な限り提供するよう各国に求めて

いる。OECDのSocial Expenditure Databaseから対

GDP比社会支出を見ると、2012(t-2）年度は34カ

国中33カ国、2013 (t-1）年度は34カ国中32カ国、

2014 (t）年度は34カ国中28カ国が掲載されている

（表2）。その方法は、OECD(2014）に公表されて

いるが、基本的にEU加盟国は2012、2013年度は
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OECD Economic Outlookから、2014年度は the

European Union’s Annual Macro-economic Database

(AMECO）の推計から引用している。EU以外の

国へはOECDが各国へデータ提供依頼を行ってお

り、国によりデータソース、推計方法は様々であ

る。たとえばアメリカは事業単位で過去のトレン

ドに基づく予測値、韓国は予算ベースの値を掲載

している。

日本は現在までの所、推計値の提供を行ってい

ない。国際的、国内的にも、政策を議論するデー

タとして、t-3年よりも直近のt-2、t-1、t年まで提供

が求められる傾向は、国立社会保障・人口問題研

究所（2014）でも触れた。日本では、厚生労働省

が予算ベースの社会保障費用を厚生労働白書等に

掲載しているほか、将来推計も不定期であるが行

われている。しかしこれらは国際機関に提出はし

ておらず、あくまで国内向けである。また、定期

的に公表されておらず、かつ予算ベースの社会保
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図1　政策分野別社会支出の国際比較（2011年度）
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障費用推計については作成方法の詳細が非公開で

ある。これまで国立社会保障・人口問題研究所

（以下、社人研）は決算ベースの社会保障費用のみ

集計公表してきたが、こうした社会支出の予測へ

の国内外のニーズの高まりに対しどのように応え

ていくべきか、国際機関および各国の推計方法に

ついて情報収集を進めていくことが今後の課題で

ある。

Ⅱ OECD基準「保健」の推計方法

OECD基準の「保健」は各国ともSHA(System of

Health Account）の公的保健医療支出を使用する

ルールとなっている。日本のSHAは一般財団法人

医療経済研究機構（IHEP）が推計、OECDに登録

を行っている。OECD基準「保健」は、「社会保障

社会保障費用の国際比較
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費用統計」が基幹統計化される前はSHAを使用し

ていたが、2012年の基幹統計以降はIHEPの方法に

ならい社人研による推計値（2009年度以降）を使

用している。

第二期公的基本計画（2014年3月閣議決定）にお

いて、社会保障費用統計は一層の早期化の指摘が

なされた。これを受けて、2014年度から早期化の

方法について検討を進めてきた。国民医療費の公

表を受けた後にそれを用いた集計結果がとりまと

まるため、国民医療費の公表が9月よりも早まら

ない限り、国民医療費の確定値を用いての早期化

は困難な状況である。そこで、国民医療費の公表

を待たずに早期化を図るため、メディアスを使い

国民医療費部分を推計したSHA速報値を使用、翌

年度の社会保障費用統計公表時に国民医療費を公

表値に置き換えたSHA確報値に差し替えることと

した。国民医療費部分は、メディアスを使った推

計値と実際の公表値の乖離がおよそ1％の幅にと

どまることから（満武ほか2013）、公表値に置き換

えた場合に、社会支出計に占める保健の割合や、

時系列の見え方への影響は少ないとみられる。さ

らにOECD基準「保健」について、2012年度から

行ってきた社人研推計を従来のSHAベースに戻す

ことにより、社人研とIHEPが二重に行っていた作

業が不要になるという利点もある。今後さらに

SHA速報値の推計方法を精査しつつ、関係部局と

の協議を進め、基本計画に沿った公表早期化の実

現を目指していきたい。

注

1） t-3年度のtとは、OECDデータベースの更新作業が行

われた年度を表す。Ⅱ章においてもt年度として使

用されているが、こちらは当該統計の公表年を表

す。

2）推計方法は医療経済研究機構（2008）、医療経済研究

機構（2012）参照。
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t-1年度

SHA国民医療費社会保障費用統計

9月頃 t-2公表t年度

表3 統計作成スケジュール

3月 t-2確報値,t-1速報値

10月頃 t-2公表

3月 t-3確報値,t-2速報値




